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第 ２２ 期 第 １４ 回
日高海区漁業調整委員会議事録

１ 開催日時 令和５年６月１９日（月）１４時５０分～１５時５０分

２ 開催場所 日高振興局 ２０２会議室

３ 出席委員 大 澤 晃 弘 神 田 勉 逢 山 義 幸
佐 藤 勝 中 村 敬 梶 川 徹
小 松 伸 美 白 石 智 泰 浦 川 聡
深 根 英 範 山 中 孝 俊 住野谷 張 貴
中 村 義 弘

４ 欠席委員 安 田 司 坂 本 好 則

５ 事 務 局 （ 日 高 振 興 局 ） 水 産 課 長 岸 鉄 也
漁業管理係長 松 枝 直 一
主 事 渡 部 孝 之

（日高海区漁業調整委員会） 事 務 局 長 佐々木 真 琴
主 事 大 谷 美 夢

６ 議事事項
議案第１号 日高海区漁場計画（第１５次定置漁業権）素案について
議案第２号 まつかわの資源保護を図るための採捕制限に関する委員会指

示について
議案第３号 北海道の資源管理方針の一部改正について（答申）
議案第４号 北海道資源管理方針の一部改正について（答申）

特定水産資源に関する令和５管理年度における漁獲可能量の
当初配分案等について（答申）

議案第５号 知事許可漁業に係る制限措置の内容及び申請すべき期間等に
ついて（答申）日高振興局管轄

議案第６号 日高海区漁業調整委員会が保有する個人情報の保護に関する
規定の廃止及び個人情報の保護に関する日高海区漁業調整委
員会規定の制定について

議案第７号 北海道情報公開条例の施行に関する日高海区漁業調整委員会
規定の一部改正について

７ 報告事項
（１）日高海区漁業調整委員会個人情報保護事務取扱要綱の一部改正につ

いて
（２）日高海区漁業調整委員会公文書開示事務取扱要綱の一部改正につ

いて

８ その他

９ 会議のてん末

事務局長 定刻前ですが、皆様おそろいなので、ただいまから第２２期第１

４回日高海区漁業調整委員会を開催します。

はじめに、大澤会長から挨拶を申し上げます。

大澤会長 皆さんこんにちは。
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今期第１４回目の当委員会開催をご案内申し上げましたところ、

皆様におかれましては、お忙しい中ご出席を賜り、誠にありが

とうございます。

また、日高振興局岸水産課長をはじめ、担当職員の方には、公

務ご多忙にも関わらずご出席を賜り、厚く御礼を申し上げます。

さて、皆様もご存じのとおり、日高管内を中心に、オオズワイ

ガニが大量に発生し、一部地域では操業に支障を来す場面が出て

いるような話を見聞きしております。

一昨年前の赤潮の影響もタコに限らず、ウニやツブなど、赤潮

で大きな被害を受けた魚種も、未だ回復していない中で、こうし

た環境変化に伴い、今後の漁業にどのように影響を及ぼしていく

のか心配されるところであります。

一刻も早く管内の漁業が安心して、操業できる環境に好転する

ことを、節に願う次第であります。

さて本日は、漁業権に係る漁場計画素案など７件の議案と報告

事項が２件となっております。

皆様には、慎重なご審議をお願いしまして、簡単ではございま

すが、開会のご挨拶といたします。

本日は、よろしくお願いいたします。

事務局長 それでは、大澤会長の議長により議事の進行をお願いします。

議長 それでは、議事に入ります。

人員の報告をいたします。

本日の委員会には、委員１５名中１３名の出席をいただいており

ますので、本委員会は成立いたします。

次に、議事録署名委員２名の選出でございますが、委員会規程に

より、私から指名させていただきます。

本日の署名委員は、神田委員と逢山委員にお願いいたします。

これより、議事に入ります。

議案第１号日高海区漁場計画第１５次定置漁業権素案について、

振興局から説明してください。

松枝係長 振興局水産課松枝でございます。

まずはこれまでの経過について、概要をご説明いたします。

草案につきましては、本年４月１４日開催の小委員会及び委員

会で協議し、４月１９日付けで同内容により水産林務部長へ提出

しました。

継続検討としておりました操業期間に関連し、５月１６日漁業

管理課さけます係が来庁し、当委員会と管内意見をとりまとめた

日高定置漁業者組合に対して、道の考えについて説明した上で、

意見交換を行いました。

翌日５月１７日振興局水産課と海区事務局で、漁業管理課さけ

ます係が行う草案ヒアリングに参加し、６月９日付けで水産林務

部長から草案に対する検討確認事項等を含む回答がありました。

検討確認事項等について関係漁協と協議し、素案として本日の

協議に至ったところでございます。

では、操業期間前後の延長等を内容として、管内意見を提出し

て参りました、操業期間等に対する意見への道回答からご説明し

ます。
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５ページがサケマス内水面担当課長から日高振興局水産課長へ

の回答文となります。

６ページが日高振興局から提出した現地意見と、道からの回答

となります。

えりも以西・以東に分けて意見等回答が示されております。

はじめに以西海域に関しましては、操業終期におけるさけ漁獲

量増加と、それらの利用による経営安定を図る、１４次漁業権期

間において後期群が増加傾向になるなど秋サケ来遊時期の変化に

応じ操業始期前倒しと、操業終期後ろ倒しを要望したのに対して、

道からの回答では、管内後期親魚捕獲及び採卵数が計画未達成で

あること、特に以西海域においては、計画達成できない年もあっ

て安定しておらず、以西海域全体として地場資源造成に取り組む

べき状況であるので、要望は認められず、道案の通り決定する。

以東海域に関しましては、後期に関する以西と同じ状況から、

操業終期の後ろ倒しを要望したのに対して、以西と同じ理由から、

要望は認められず、道案の通り決定する内容。

この回答文発出前には、漁業管理課が振興局に参りまして、操

業期間の要望に関して管内意見のとりまとめを行った日高定置漁

業者組合正副組合長と、海区大澤会長に対しまして、道の考え方

を説明の上意見交換を行ったところでございます。

この中では多くの意見交換が行われましたが、河川捕獲状況と

海面漁獲状況を注視し、後期資源の確保が充分行われたと確認で

きた段階で、１５次定置漁業権免許期間内であっても、漁期延長

に向けた取組を行っていくことなどを確認しております。

これらを踏まえ、後ほどご説明させて頂く、素案では、１４次

漁業権と同じ操業期間を漁場計画に設定しております。

次に、河口付近の指定区域内に設定された定置漁業権について、

７ページをご覧下さい。

これは、えさけ定第１２号及び第１３号が歌別川河口、静さけ

定第６号が静内川河口の指定区域内に当たることから、継続協議

として草案を策定し、道と協議して参りました。

今回、当該指定区域内の漁場設定について、現行通りの設定で

支障無しとされました。

個別の漁場計画草案に対する、水産林務部からの回答について

は、お手元の資料１をご覧ください。

１ページが水産林務部長から日高振興局長宛の回答文となって

おります。

個々の漁業権ごとへの回答は２ページのえりもから４ページの

日高町門別まで、殆どの漁場において現時点で支障無しとの回答

となっております。

ここで、３ページの上段、浦さけ定第５号をご覧下さい。

当漁場につきましては、漁業時期の変更として、これまで秋の

みの操業期間から、春秋に変更したいとするものに対しまして、

検討課題が示されました。

１点目は、春漁期単独での採算性を具体的な経営計画により、

確認のうえ設定について慎重に検討すること。

２点目は、春定置設定にあたり、ＴＡＣ管理されている特定水

産資源であるスケトウダラ及びサバ類の資源管理について、管内

としての考え方を整理の上検討すること。

３点目は、同一海域において同一のスケトウダラ資源を利用し
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ている渡島、胆振に対して、漁業調整上の支障が今後発生しない

よう、春定置設定について予め説明すること。

以上、３点となります。

５号の下段○号としておりますのは、草案におきましては、浦

さけ定第５号を春・秋操業とする形で漁場計画としておりました

ところ、第９次定置漁業権では現第５号の沖に第６号として、春

定置のみで免許実績を有する漁場があることが判明し致しました。

その後関係漁協に確認しましたところ、組合内におきましては、

不採算を理由として当面の間休漁するものと内部整理されている

ことが確認されました。

このため、道との草案協議におきましては、その漁場を含めた

検討を行なっており、草案回答には第○号として、浦さけ定第５

号と同内容の検討課題が示されています。

資料１－２をご覧下さい。Ａ４横の資料となります。

検討課題について、個別に振興局の考え方を示した資料となり

ます。

先ほど話しました３点の課題について１点目、春漁期単独での

採算性につきましては、春漁期の想定支出額と、近隣漁場の春定

置水揚げを参考とした想定収入額から、単独で採算性が確保され

ていることを、振興局で別途確認しております。

２点目のＴＡＣ関係特定水産資源の資源管理について、まずス

ケトウダラに関しましては、日高管内春定置におきましては、各

漁業者が参加する自主管理協定により、これまで適正な利用が図

られているところと認識しております。

今回の漁場設定におきましては、新たに漁業権を取得する漁業

者を自主管理協定に参加させていくことについて、春定置網すけ

とうだら協定運営委員会に打診し、この取組を維持する方向でご

検討頂いているところと伺っております。

３点目、同一海域の同一資源利用を行う渡島・胆振に対して、

漁業調整上の支障が生じないよう、事前説明することにつきまし

ては、現在振興局から関係振興局を通じ説明中であり、今後必要

な対応が示された段階で個別に検討して参ります。

２点目に戻り、サバ類に関しましては、北海道資源管理方針等

を遵守し、北海道の指導に従うこととして検討中でございます。

振興局と致しましては、これらの課題については、今後の検討

と対応が必要な事項が含まれることを踏まえた上で、浦さけ定第

５号及び第６号として、日高海区漁場計画素案に設定することと

しております。

資料１－３は素案となります。草案においては、継続検討とし

ておりました、漁業時期と免許条件について、具体的に記載して

います。

漁業時期は、先ほどの経緯を踏まえ、第１４次と同じになって

います。

条件につきましては、のちほどご説明します。

６ページをご覧下さい。

先ほどの経緯を踏まえ、第５号の次に第６号を追加し、草案第

６号と第７号におきましては、それぞれ第７号と第８号に繰り下

げております。

その他、草案からの変更はございませんので、後ほどご確認下

さい。
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資料１－４をご覧下さい。漁場区域となります。

６ページに、先ほどと同様、浦さけ定第５号の次に第６号を追

加し、草案における第６号と第７号をそれぞれ第７号と第８号に

繰り下げております。その他、草案からの変更はございませんの

で、後ほどご確認下さい。

資料１－５をご覧下さい。免許条件一覧となります。１４次と

異なる部分を説明します。

３ページ、浦さけ定第５号につきましては、春秋の操業期間に

対応する条件となっており、次の第６号は春のみに対応する条件

で今回追加され、草案における第６号と第７号をそれぞれ第７号

と第８号に繰り下げております。

４ページ、三さけ定第３号につきましては、春の操業期間に対

応する条件となっています。

その他、第１４次と同じ内容で記載されておりますので、後ほ

どご確認下さい。

資料１－６をご覧下さい。漁場図につきましては、草案におい

て河口規制関係の漁場に記載しておりました継続検討の文言が外

れております。

また、浦さけ定第６号を追加し、続く２か統の番号を繰り下げ

ています。

定置漁業権素案の説明につきましては、以上となります。

議長 ただいま、振興局の方から、河口規制に関連しては従来どおりの

漁場が認められたとする一方で、長年要望してきた漁期の延長に関

しては、太平洋全体の来遊状況と管内の親魚確保の偏在等を理由に

時期尚早ということで、次１５次の漁期については、１４次と同じ

とのことでしたが、振興局としては、それらの状況が改善された場

合には、免許期間中であっても、要望して参りたいという説明でご

ざいました。

また、浦春定の要望に関しましては、振興局最終案に向け、採算

性やスケソの利用に関する課題を整理していく旨の説明でございま

した。

このことにつきましては、本日１４時に開始しました漁業権切替

小委員会において審議しております。

色々と意見もございましたが、振興局の考えどおりに取り進める

ことで、まとまったところでございます。

それでは、素案に対するご意見、ご質問を伺いたいと思いますが、

いかがでしょうか。

各委員 ありません。

議長 それでは、日高海区漁場計画第１５次定置漁業権に係る海区漁場

計画素案につきましては、特段支障ない旨、振興局に回答してよろ

しいでしょうか。

委員一同 はい。

議長 それでは、そのように決定し、振興局に回答することといたしま

す。

次に議案第２号まつかわの資源保護を図るための採捕制限関する
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委員会指示について、事務局からから説明願います。

事務局長 まつかわ資源の保護を図るための採捕制限に関する委員会指示

について、説明いたします。

それでは、資料２をご覧願います。

１枚めくりまして、２ページ目をお願いします。

令和５年４月１１日付けで、えりも以西栽培漁業振興推進協議

会 から、平成１８年度より始めたマツカワ種苗の大量放流に伴っ

た小型魚の保護を図るため、漁業法第１２０条第１項に規定に基

づく委員会指示の発動を求める要請があったところです。

３ページ目にまいりまして、一番下に要請の内容が記載されて

いますが、例年と同様に、全長３５センチメートル未満のマツカ

ワは採捕しない、採捕された場合は速やかに海中還元するという

内容となっております。

それでは、資料２－２をご覧願います。

これまでのマツカワの人工種苗放流、漁獲状況、委員会指示発

動に当たりその妥当性などを整理した資料となっています。

１の人工種苗放流につきまして、えりも以西太平洋海域では、

平成３年度からマツカワの人工種苗の試験放流が始まり、平成１

８年度からは資源回復計画に基づき１００万尾の種苗放流が行わ

れており、そのうち日高海域では、平成１８年度から毎年、おお

むね４０万尾の種苗放流が行われているところです。

２の漁獲状況につきまして、下段の表に、平成１７年度以降の

マツカワの放流数と漁獲実績をとりまとめておりますが、平成１

８年度から始めた大量放流の２年後あたりから、漁獲量が飛躍的

に増加していることがわかります。

漁獲量及び金額につきましては、漁獲が安定してきた平成２1年

度以降を平均しますと、漁獲量が約６６トンで、金額が約７千３

百万円となりますが、令和４年度にあっては、漁獲量は平均値を

上回り、金額につきましては、若干、低い結果となっております。

続きまして、３ページ４ページ目には、えりも以西太平洋海域

にけるマツカワの漁獲状況をまとめております。

３ページ目の右端には、えりも以西海域における日高の漁獲割

合を記載しておりますが、漁獲量、漁獲金額ともに海域全体の５

割前後を日高が占めている状況にあることが、ご覧いただけるか

と思います。

詳細につきましては、後ほどお目通しをお願いいたします。

２ページ目に戻りますが、４の消費拡大につきましては、えり

も以西栽培漁業振興推進協議会ではマツカワ魚価対策プロジェク

トチームを設立し消費拡大に向けた活動を継続的に取り組んでい

るところでございまして、５の委員会指示の妥当性としまして、

（１）から（４）に記載している理由から、今年度も委員会指示

を発動したいと考えてございます。

今回の委員会指示の内容ですが、資料２－３をご覧ください。

委員会指示の新旧対照表を示していますが、発動日、指示期間

等を除き、昨年の委員会指示と同じ内容で、指示期間は令和５年

８月８日から令和６年８月７日までの１年間、指示内容は昨年同

様、全長３５㎝未満のまつかわを採捕した場合は、速やかに海中

還元しなければならないとするものです。

資料２－４は、ただいま説明いたしました指示の文案です。
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説明は以上です。

ご審議のほど、よろしくお願いします。

議長 ただいま説明がありました。

渡島東部から日高にかけて、例年、発出している委員会指示につ

きまして、本年も発動するといった説明でございますが、これに対

するご意見、ご質問はございませんか。

各委員 ありません。

議長 それではそのように決定して、ご質問等が無ければ、議案第２号

については、原案どおり委員会指示を発動することでよろしいです

か。

委員一同 はい。

議長 続きまして、議案第３号と第４号は関連があるので一括で上程し

ます。事務局より説明願います。

事務局長 議案第３号北海道資源管理方針の一部改正と、議案第４号特定

水産資源に関する令和５年管理年度における漁獲可能量の当初配

分案等について、北海道知事より諮問がありました。

関連がありますので、一括して説明いたします。

始めに北海道資源管理方針の一部改正について、ご説明します。

資料３をご覧ください。知事からの諮問文となります。

漁業法第１４条第９項の規定により、北海道資源管理方針を別

紙１のとおり改正したいので、同条第１０項において準用する同

条第４項の規定に基づき、当委員会に諮問があったものでござい

ます。

１枚めくっていただきまして、別紙１に北海道資源管理方針の

新旧対照表をお示ししておりますが、右が現行の道方針、左が改

正案となっております。

今回変更がある部分については、朱書きで下線を引いた部分と

なっております。

今回の主な改正内容について、説明します。

３１ペ－ジ目、資料３－２北海道資源管理方針の一部改正に係

る改正内容についてをご覧下さい。

今回の改正内容は大きく分けて、お示ししている、（１）のさん

まの配分基準に係る規定の追加と（２）の北海道資源管理方針の

別紙３の追加の２点となってございます。

まず一点目のさんまの配分基準に係る規定の追加につきまして、

資料が、３ページ目に戻りまして、新旧対照表の最終行から次の

ページにかけまして記載しておりますが、さんまの配分の基準に

ついて、他都府県又は大臣管理区分との間における配分量の融通

及び国の留保からの追加配分等に伴い、本道に配分された数量に

変更が生じる場合には、全量を北海道さんま漁業管理区分から加

除する旨の規定を追加するものです。

続いて、二点目の北海道資源管理方針の別紙３の追加につきま

して、４ページ目の５行目以降にあります、北海道資源管理方針

の別紙３－２０のほっけ道北系群以下、２８ページ目の別紙３－
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６１のりしりこんぶ北海道周辺海域の追加です。

国が進める改正漁業法に基づく新たな資源管理では、漁業者に

よる自主的な資源管理は、令和５年度末までの間に、現行の資源

管理計画から改正漁業法に基づく認定協定へと移行していくこと

となります。認定協定への参加は漁業収入安定対策やセーフティ

ネット事業等の要件となっており、道としても現行の資源管理計

画を期日までにスムーズに協定に移行していく必要がありますが、

協定を知事が認定するためには、北海道資源管理方針の別紙に位

置づけられている必要があります。

このため、昨年１２月の海区委員会において審議していただき、

１９資源を追加したところですが、今回は残りの４２資源につい

て、北海道資源管理方針の別紙３に追加するもので、これで現行

の資源管理計画の対象となっている魚種は全て道方針に定められ

ることとなります。

資源ごとの資源管理の方向性につきまして、３３ペ－ジ目、資

料３－３をご覧ください。

資源ごとに資源水準や動向、資源管理の方向性（案）を記載し

ており、備考欄には資源評価の状況を記載しております。資源管

理の方向性の基本的な考え方は、資源が低位、低水準のものは、

５年後の２０２８年までに中位、中水準以上に回復することとし

ています。

また、中位、中水準以上の資源についてはその資源水準を維持

することを資源管理の方向性としております。

なお、備考欄で資源評価なしと記載されている資源につきまし

ては、水研や道総研による資源評価が行われておらず、漁獲量の

情報しか有していない資源であることから、道総研の助言の元、

直近の漁獲量の情報を元に暫定的に資源水準の判定を行い、資源

管理の方向性を定めております。

漁獲努力量が減っていたり、時化など海況の影響など、漁獲量

だけでは資源水準を的確に判定できないことは十分承知しており

ますが、今後、道総研の協力を得て利用可能なデータが手元に揃

ってきた段階で、改めて資源管理の方向性を見直して参りたいと

考えておりますので、年度内に円滑に協定に移行するためご理解

をお願いいたします。

また、資料３の別冊として、改正後の北海道資源管理方針を添

付しておりますので、後ほどお目通し願います。

次に特定水産資源に関する令和５管理年度における漁獲可能量

の当初配分案等についてをご説明します。

資料４をご覧ください。北海道知事からの諮問文となります。

漁業法第１６条第１項の規定に基づき、マサバ及びゴマサバ太

平洋系群並びにズワイガニ各系群に関する令和５管理年度におけ

る漁獲可能量を定めたいので、同条第２項の規定に基づき、当委

員会に諮問があったものです。

また、併せて、令和５管理年度のサンマの知事管理漁獲可能量

を変更するとともに、国の留保からの追加配分等に伴う漁獲可能

量の変更について、同条第５項において準用する同条第２項の規

定に基づき、当委員会に諮問があったものです。

まず、令和５管理年度のＴＡＣ及びその配分について、ご説明

いたします。

諮問文の別紙 1 及び別紙２に知事が定め、公表しようとする知
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事管理漁獲可能量案をお示ししております。詳細につきましては、

魚種ごとに順次説明して参ります。

５ペ－ジ目、資料４－１、令和５年のＴＡＣについてをご覧願

います。

これは、４月２４日に開催された水産政策審議会の資源管理分

科会を経て、国から示された、令和５管理年度における漁獲可能

量の当初配分に基づき、北海道に定められた数量の概要などを示

したものです。マサバ及びゴマサバについては、最大持続生産量

いわゆるＭＳＹを達成する産卵親魚量を管理の目標として、資源

管理基本方針で定められた漁獲シナリオで算定される、ＡＢＣの

合計値が、その年のＴＡＣとして設定されています。

マサバ及びゴマサバ太平洋系群のＭＳＹを達成する親魚量は 1,

703,000トンに対し、２０２１年の平均親魚量は 1,686,000トンで、

ＭＳＹをわずかに下回る資源状態となっておりますが、昨年より

も親魚量が増加したこともあり、今回、設定された ＴＡＣは前年

より1,000トン多い510,000トンとなっております。

令和５管理年度のＴＡＣ配分については、日本全体の 510,000

トンに対し大臣許可漁業に約290,000トン、北海道へは数量が明示

されない現行水準として定められております。

なお、マサバ対馬暖流系群及びゴマサバ東シナ海系群について

は、北海道への配分がないことから説明を割愛いたします。

次に、ズワイガニですが、資源管理基本方針に定められた漁獲

シナリオに従い、北海道西部系群については平成９年以降の最大

漁獲量を考慮し 43トンが設定され、全量の 43トンが北海道に定め

られています。

また、オホーツク海南部については、近年の最大漁獲量を考慮

し、1,000トンがＴＡＣとして設定され、北海道には 125トンが設

定されています。

続きまして、６ページ目、資料４－２、令和５年のＴＡＣにつ

いて、括弧変更分をご覧願います。

これは、４月２４日に開催された水産政策審議会資源管理分科

会を経て国から示された、サンマの令和５管理年度における漁獲

可能量の変更に基づき北海道に定められた、数量の概要などを示

したものです。

サンマは国際交渉により我が国の漁獲可能量が定められており、

令和５年３月のＮＰＦＣ年次会合でサンマの保存管理措置が変更

され、およそ 25％の削減措置が合意されたことに伴い、国全体の

漁獲可能量が約37,000トン減の 118,131トンとなっております。

なお、配分については、全サンマ、道東小サンマ、オホーツク

サンマ協議会、岩手小サンマの四者による確認書に基づき配分が

行われており、北海道に対しては 4,800トンが配分されています。

次に、北海道に定められたＴＡＣの知事管理区分への配分につ

きまして、まず、マサバ及びゴマサバに関し、７ページ目、資料

４－３をご覧ください。

マサバ及びゴマサバについては、北海道は数量が明示されない

現行水準と定められていることから、北海道まさば及びごまさば

太平洋系群漁業も現行水準として、数量を明示せず定めることと

しています。

なお、数量は明示されていませんが、国からは管理の目安の数

量として11,995トンが示されております。
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１枚めくっていただきまして、資料４－４をご覧願います。

ズワイガニに関してですが、配分の考え方ですが、①ズワイガ

ニについて国から北海道に数量を定められた系群は、ズワイガニ

北海道西部系群とズワイガニオホーツク海南部の２系群であり、

それぞれ別に管理することとしています。

②ズワイガニ北海道西部系群については、北海道資源管理方針

において、北海道ズワイガニ北海道西部系群漁業と北海道ズワイ

ガニ北海道西部系群を漁獲するその他漁業の２つの管理区分に分

けて管理することとしており、配分に係る道の通知に従い、配分

比率は９：１としていることから、北海道ズワイガニ北海道西部

系群漁業には３９トンを配分することとしています。

なお、北海道ズワイガニ北海道西部系群を漁獲するその他漁業

については、漁獲量が８割を構成する漁獲量上位の知事管理区分

には含まれないことから現行水準として管理することとしていま

す。

③になりますけどもズワイガニオホーツク海南部については、

知事管理区分が一つであり北海道ずわいがにオホーツク海南部漁

業に125トン全量を配分することとしています。

また一枚めくっていただきまして、資料４－５をご覧ください。

サンマの配分の考え方ですが、まず国から配分された数量を、

知事許可漁業である、さんま棒受け網及び流し網を対象とする北

海道さんま漁業の管理区分とそれ以外のその他漁業の管理区分で

管理し、さんま漁業については数量を配分して管理することとし、

その他漁業については現行水準とします。

なお、国から配分された4,800トンのうち、全さんまの組合員が

オホーツク海海域で操業するための採捕枠として、1,600トンが配

分されており、これは全てさんま漁業に配分することとします。

なお、さんま漁業への配分については、直近３カ年の平均採捕

数量の比率により4,600トンを配分することとしております。

最後に、資料が戻りますが、４ペ－ジ目をお願いします。

別紙３、国の留保からの追加配分等に伴う漁獲可能量の変更に

ついて（さんま）をご覧ください。

１の背景ですが、サンマについては国の留保枠が設けられてき

たものの、令和４管理年度までは国の留保から都道府県などへの

配分方法は定められてきませんでしたが、令和５管理年度からは

配分できるように国の基本方針が改正され、今般、先ほどご説明

したように道方針を改正し、追加配分の基準を定めることとして

います。

また、漁獲可能量の変更につきましては、漁業法第１６条第５

項において準用する同条第２項の規定に基づき、関係海区漁業調

整委員会の意見を聴くこととされておりますが、これまで、他魚

種であるマイワシ太平洋系群、クロマグロ小型魚、クロマグロ大

型魚、スケトウダラ太平洋系群、スケトウダラ日本海北部系群、

スケトウダラ根室海峡及びスルメイカの漁獲可能量の配分の変更

にあたっては、操業に影響が出ないよう配分の迅速性を確保する

ために、予め行政庁の恣意性のない機械的な追加配分の方法を定

め、事前に関係海区漁業調整委員会の意見を聴いた上で同意を得

ておくことで、事後報告で対応できるとされてきたところです。

２の今後の取扱いをご覧ください。

サンマの国の留保からの追加配分及び融通については、道方針
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別紙１－１の第３に基づき、全量を北海道サンマ漁業から加除す

ることとしており、知事の裁量の余地のない機械的な変更である

ことから、迅速配分のため関係海区漁業調整委員会には事後報告

で対応させていただきたいと考えております。

最後に、１０ページ目に、資料４－６として、令和４年と令和

５年の配分量の比較についてを添付しておりますので、後ほどお

目通し願います。

長くなりましたが説明は以上となりますので、ご審議方よろし

くお願いします。

議長 説明が終わりました。

ただいまの説明にご意見、ご質問はありますか。

佐藤委員 はい、まさばこまさばについてなんですが、大臣の管理枠で

数量が決められていて、北海道は数量を決めていませんが、11,

900トンを目安としている事につて、例えば北海道でこの目安量
を超える様な数字になると、この先設定される可能性というの

はあるんですか。

事務局長 はい、説明はしませんでしたが、参考資料３を添付してござ
いますが、１ページめくっていただきまして、３ページ目をご

覧願います。

こちらの方に５１万トンの配分の内訳が記載されております。
このうち知事管理部分の中でも更に北海道、基本的に配分し

ているところ岩手県、三重県、和歌山県、宮城県、そしてそれ
以外北海道は注記のところに記載されていますが、注記に記載

されているところが、現行水準と定められているところになる
と認識しています。

先ほど目安として示されている、11,900トンを超えた時に今

後しっかり数字として配分されるかどうかについては、今現在、
お答えできる事はありませんが、基本的に現行水準にとどめる

ようにされている漁業です。

佐藤委員 懸念されることはないということですが、定置の事ですが、
１１月に来遊しているため、規制が入るなど先の心配になりま

すが。

事務局長 その辺につきましては、道庁の担当係へ事務局から照会させ

てもらい、どういったことが想定されるのか、先ほどの懸念に
ついてなど、確認したいと思います。

佐藤委員 了解です。

議長 その他何かありませんか。

各委員 ありません。

議長 無ければ、議案第３号及び議案第４号について、適当と認めてよ

ろしいですか。
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委員一同 異議なし。

議長 異議が無いようですので、諮問のとおり、適当であることを知事へ

答申することとします。

次に、議案第５号について、振興局より説明願います。

松枝係長 議案第５号漁業許可の公示に係る諮問について、説明させて頂

きます。

１ページ、諮問文をご覧下さい。知事から日高海区へ制限措置

の内容及び申請すべき期間等についてとなっております。

今回は、たら固定式刺し網及びかれい固定式刺し網漁業ともに、

制限措置の内容及び申請すべき期間等に加えて、３年許可で漁業

法改正後初回の許可更新となりますことから、許可等の基準が諮

問されています。

２ページをご覧下さい。たら固定式刺し網漁業の制限措置等と

なっております。

海域は、日高振興局管内東部沖合海域として、幌泉郡と広尾郡

の境界線と最大高潮時海岸線の交点から１０６度３０分の線以西、

東経１４２度４４．８分の線以東の海域であって、たら固定式刺

し網漁業の共同漁業権漁場区域を除くとしています。

漁業時期は、毎年１０月１日から翌年１月３１日まで、隻数３

４隻、総トン数２０ｔ未満ですが、但しとして現行許可者が同一

船を使用する場合に限り、総トン数３０ｔ未満、営む資格者は日

高振興局管内に住所を有する者としています。

隻数について、これまでと変更ありません。

備考欄に許可有効期間が示され、令和５年１０月１日から令和

８年９月３０日まで３年間となっています。

２の起業認可につきましては、令和５年１０月１日から令和６

年９月３０日まで１年間の有効期間となっており、有効期間内に

許可移行の場合、許可日から令和８年９月３０日まで許可の有効

期間となります。

申請書提出先は、日高振興局産業振興部水産課です。

許可に当たっての制限条件として、（１）陸揚げ港制限、（２）

網長制限は４，０００ｍ以内ですが、４２号共有共同漁業権同時

操業の場合には、共同漁業権との合計で４０００ｍ以内の制限と

なります。

（３）漁具標識、（４）調整規則禁止以外のかに類６種の海中還

元義務（５）知事命令遵守義務が付される可能性があります。

申請すべき期間につきましても、他の知事許可と同様に、北海

道漁業調整規則の規定に基づき、それぞれ１ヶ月を下らないよう、

令和５年８月１日から３１日までと設定しております。

以上がたら固定式刺し網漁業となります。

つづきまして３ページをご覧下さい。かれい固定式刺し網漁業

の制限措置等となっております。

海域は、日高振興局管内沖合海域として、幌泉郡と広尾郡の境

界線と最大高潮時海岸線の交点から１０６度３０分の線以西、沙

流郡と勇払郡の境界線と最大高潮時海岸線の交点から２０６度５

５分の線以東の海域であって、かれい固定式刺し網漁業の共同漁

業権漁場区域を除くとしています。

漁業時期は、毎年１０月２１日から翌年４月３０日まで、隻数
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５７隻、総トン数２０ｔ未満ですが、但しとして現行許可者が同

一船を使用する場合に限り、総トン数３０ｔ未満、営む資格者は

日高振興局管内に住所を有する者としています。

隻数について、これまでと変更ありません。

備考欄に許可有効期間が示され、令和５年１０月２１日から令

和８年１０月２０日まで３年間となっています。

２の起業認可につきましては、令和５年１０月２１日から令和

６年１０月２０日まで１年間の有効期間となっており、有効期間

内に許可移行の場合、許可日から令和８年１０月２０日まで許可

の有効期間となります。

申請書提出先は、日高振興局産業振興部水産課です。

許可に当たっての制限条件として、（１）陸揚げ港制限、（２）

網長制限、（３）漁具標識、（４）調整規則禁止以外のかに類６種

の海中還元義務（５）知事命令遵守義務が付される可能性があり

ます。

申請すべき期間につきましても、他の知事許可と同様に、北海

道漁業調整規則の規定に基づき、それぞれ１ヶ月を下らないよう、

令和５年８月１日から３１日までと設定しております。

以上がかれい固定式刺し網漁業となります。

４ページをご覧下さい。許可等の基準は、各漁期において誠実

に営漁を行った操業実績者を最優先として、次に漁業法令違反が

ある操業実績者。

次に、実績者以外の新規の扱いとして、この中での上位者は、

有効許可受有者で、満了日に有効な許可者となります。

次には、同じく満了日有効な許可者で、漁業法令違反者となり

ます。

最後に完全な新規の場合で、申請者の漁業経験と住所地により

配点し、合計点数により判断しますが、合計点同一の場合くじ引

きによるとしております。

以上が制限措置と申請期間の説明となります。

議長 ただいま説明がありましたが、これに対するご意見、ご質問はご

ざいませんか。

各委員 ありません。

議長 無ければ、議案第５号について、適当と認めてよろしいですか。

委員一同 異議無し。

議長 異議が無いようですので、諮問のとおり、適当であることを知事へ

答申することとします。

続きまして、議案第６号について、また、関連する報告事項の（１）

につきまして、一括して事務局より説明願います。

事務局長 議案第６号日高海区漁業調整委員会が保有する個人情報の保護

に関する規程の廃止についてを、資料６により、個人情報の保護

に関する日高海区漁業調整委員会規程の制定についてを、資料６
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－２により、関連して報告事項（１）の日高海区漁業調整委員会

個人情報保護事務取扱要綱の一部改正についてを、資料番号「報

告事項１」と記載した資料により、それぞれ、ご説明いたします。

初めに、当委員会が定める関係規程については、全て国や北海

道の関係法令や規則等を準用することになっております。

今回は、北海道の個人情報保護に関する条例が廃止になること

から、この条例を基に制定している、当海区の規程を廃止するこ

ととし、今後は、国の個人情報の保護に関する法律に基づいた規

程を新たに制定するものであります。

資料６の７ページ目が、規程の廃止に係る告示文書で、本委員

会で了承された後、決裁を経て施行されます。

資料６－２が、新たに国の個人情報の保護に関する法律に基づ

き制定される規程になりますが、これも当委員会で了承された後、

決裁を経て施行されます。

また、新たな規程に係る具体な事務処理の方法等を定めており

ます、日高海区漁業調整委員会個人情報保護事務取扱要綱につき

ましても、国の個人情報の保護に関する法律に基づき新たに制定

する規程に併せて、一部を改正するもので、報告事項１と記載さ

れている資料にて、アンダーラインにより改正された箇所が一目

で判る様、新旧対照表にして添付してございますので、後ほど、

お目通し願います。

以上、大変簡単ではありますが、説明を終わります。

議長 説明が終わりました。ただいまの説明につきまして、ご意見、ご

質問はありますか。

各委員 ありません。

議長 無ければ、議案第６号の「個人情報の保護に関する規程」につい

て、現行の規程を廃止の上、新たな規程を制定することについて、

承認してよろしいでしょうか。

委員一同 異議無し。

議長 それでは、原案のとおり承認することとします。

続きまして、議案第７号について、また、関連する報告事項の（２）

につきまして、一括して事務局より説明願います。

事務局長 議案第７号北海道情報公開条例の施行に関する日高海区漁業

調整委員会規程の一部改正についてを、資料７により、関連し

て報告事項（２）の日高海区漁業調整委員会公文書開示事務取

扱要綱の一部改正についてを、資料番号報告事項２と記載した

資料により、それぞれ、ご説明いたします。

この度、北海道情報公開条例ほか関係規則が改正されたこと

から、当委員会の関係する規程も改正し、併せて、この規程に

基づき定めている事務取扱要綱も改正するというものでありま

す。

規程の具体的な改正箇所は、資料７の２ページ目、中頃にあ
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りますとおり、北海道情報公開・個人情報保護審査会への報告

という事項が新設されます。

また、規程に係る具体な事務処理の方法等を定めている事務

取扱要綱は、取扱に配慮すべき個人情報の明確化を図るため、

関係条項の追加や修正のため一部改正を行うものであり、修正

箇所が一目で判る様、アンダーラインを引いる新旧対照表を、

資料番号報告事項２として添付してございますので、後ほど、

お目通し願いたいと思います。

以上、大変簡単ではありますが、説明を終わります。

議長 説明が終わりました。ただいまの説明につきましてご意見、ご質

問はありますか。

各委員 ありません。

議長 無ければ、議案第７号の情報公開に関する規程の一部改正につい

て、承認してよろしいでしょうか 。

委員一同 異議無し。

議長 それでは、原案のとおり承認することとします。

これで、本日予定しておりました議題は以上になりますが、皆さ

んから何かございませんか。

各委員 ありません。

議長 事務局から連絡事項などありませんか。

事務局長 次回の委員会の予定につきましてご連絡します。

７月下旬から８月上旬を目処に、第８次共同漁業権に係る免許申

請の適格性に関する諮問が予定されておりまので、８月上中旬あた

りに、委員会を開催したいと考えております。

また、定置漁業権の素案に対する回答や課題の整理状況に応じ、

次回委員会で、定置漁業権の振興局最終案も審議いただくことも想

定されますが、この場合、あわせて小委員会も開催することとなり

ますので、重ねてまして、宜しくお願いいたします。

事務局からは以上です。

議長 それでは、以上で本日の委員会は終了いたします。

お疲れ様でした。

≪閉 会≫


